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北海道産業振興条例(通称)の検討について 

 

 

 

 

 北海道産業振興条例の見直し等の必要性について、北海道商工業振興審議会に「（仮称）

北海道産業振興条例あり方検討部会」を設置し、社会経済情勢の変化や条例の施行状況等を

踏まえ、検討いただく。 

 

１ 概 要 

産業構造の高度化による自立型経済構造の転換を図るため、企業立地の促進と中小企業

の競争力強化に関する道の責務や事業者の役割、道の施策の基本的な事項を定めた北海道 

産業振興条例について、条例附則第５に基づき、前回の条例の見直しから５年が経過した

ことから、社会経済情勢の変化等を勘案し、条例の施行の状況等について検討を行い、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 

２ 条例の内容 

（１）目 的 

産業構造の高度化による自立型経済構造への転換を図るため、企業立地の促進及び中 

小企業の競争力強化に関し、道の責務及び事業者等の役割を明らかにするとともに、道 

の施策の基本となる事項を定めることにより、その施策を一体的かつ相乗的に推進し、 

もって北海道の経済の活性化及び雇用の機会の創出に資することを目的とする。 

（２）基本方針 

   ①高い経済的効果を及ぼす産業の発展を図ること 

   ②成長発展が期待される産業の創出及び発展を図ること 

   ③地域の特性に応じた産業の発展を図ること 

   ④商品又は役務の付加価値の向上を目指す中小企業の育成を図ること 

（３）基本的施策 

   ①企業立地及び道内の中小企業の取引参入の一体的促進 

    ア 特定産業分野（基本方針の①～③の産業）を重点的に、企業立地を促進  

イ 道内中小企業による立地企業との取引に参入を促進 

   ②人材の育成及び確保 

   ③中小企業の経営の革新及び産業技術開発の促進 

   ④中小企業の国内外における販路等の拡大 

   ⑤創業等の促進 

   ⑥産学官及び産業間の連携の促進 

（４）企業への助成措置 

   ①企業に対する助成（補助金等）の根拠や配慮事項について規定 

   ②助成の要件、手続、金額等は規則で定める旨規定 
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３ 検討の視点 

社会経済情勢の変化や条例の施行状況等を勘案の上、条例改正の必要性の有無や必要な

支援措置について、次の視点により検討を行う。 

（１）社会経済情勢の変化 

   社会経済情勢の変化等により、条例の趣旨や条例に規定する基本的施策などを見直す

必要が生じてないか。新たに盛り込むべき事項や不要な規定はないか。 

 ［社会経済情勢の変化（主なもの）］ 

・新型コロナウイルス感染症の５類への移行 

・中東情勢をはじめとする国際情勢の変化・大幅な物価高 

・金利上昇局面 

・米国による関税措置 

・原材料費やエネルギー価格、物流コストの上昇 

・生産年齢人口の継続的な減少（人手不足） 

・脱炭素化の進展 

・省力化やデジタル化、AI の活用を通じた生産性向上投資の必要性の高まり 

・賃上げに向けた機運の高まり 

・インバウンドを中心とした観光需要の回復 

・国内最大の食料供給地域である本道の役割の高まり 

・北海道・札幌「GX/AI 金融・資産運用特区」が国家戦略特別地域として指定 

・次世代半導体プロジェクト、AI データセンターの立地、松前沖と檜山沖の洋上風力 

発電の促進区域指定などの GX や AI-DX 産業の集積への動きが進展 

・経済安全保障の重要性の高まり 
 

（２）条例の施行状況等 

   支援制度のこれまでの活用状況のほか、本道の企業立地の動向や中小企業の経営環境 

等を踏まえ、見直すべき助成措置や新たに追加すべき助成措置はないか。 

 

○本道の企業立地動向                          ―資料３－２ 

○道内中小企業の経営環境等                 ―資料３－３ 

○支援制度の活用状況 

 ・企業立地促進費補助金について        ―資料３－４ 

 ・中小企業競争力強化促進事業について     ―資料３－５ 

 

4 部会の設置 

  北海道商工業振興審議会に検討部会を設置し、上記の視点により、検討を行う。 

  部会長及び部会に属する委員（特別委員を含む）は、北海道商工業振興審議会条例施行

規則第５条第３項の規定に基づき、会長が指名する。 

  委員は、学識経験者、経済関係団体、企業（立地企業、地場企業）で構成する。 

    なお、検討結果については商工審に報告し、改正が必要な場合は、道がパブリックコメ

ントや議会への条例提案などを経て改正する。 
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5 検討スケジュール（想定） 
 

Ｒ８．６月 

Ｒ８．７～11 月 

Ｒ９．１月 

 

   

 

・第１回商工業振興審議会において部会設置  

・検討部会において検討(３回) 

・第２回商工業振興審議会において改正内容等検討 

 

条例改正等の内容に応じて以下を実施 

・パブリックコメント実施 

・道議会へ改正案提出 

・条例、改正規則の施行 
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